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Ⅰ 千葉市の個人情報保護制度 

 

１ 個人情報保護制度の意義 

千葉市は、個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定め、市が保有する個人情報の開

示等を請求する権利等を明らかにすることにより、個人の権利利益の保護を図るとともに、公正で

信頼される市政の推進に資するため「千葉市個人情報保護条例」を平成８年４月１日より施行して

きました。 

その後、令和３年の個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）の一部改正により、個人

情報保護制度が法のもとに一元化され、令和５年４月１日より本市においても法が適用されること

となりました。 

このため、「千葉市個人情報保護条例」は令和４年第４回定例会で廃止され、新たに法の施行に関

し必要な事項を定めるものとして、「千葉市個人情報の保護に関する法律施行条例（以下「個人情報

保護法施行条例」という。）」を制定し、令和５年４月１日より施行しています。また、議会が法適

用の対象外とされたことを受け、「千葉市議会の個人情報の保護に関する条例（以下「議会個人情報

保護条例」という。）」を制定しています。 

 

２ 制度の変遷 

  千葉市はこれまで、個人情報保護制度を次のとおり拡充してきました。 

施 行 日 内   容 

昭和６１年１０月 １日 千葉市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例施行 

平成 ８年 ４月 １日 千葉市個人情報保護条例施行 

平成１４年 ４月 １日 千葉市個人情報保護条例一部改正（開示に関する手数料の廃止） 

（平成１７年４月１日） （個人情報の保護に関する法律施行） 

（平成１７年４月１日） （行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行） 

平成１７年 ４月 １日 

千葉市個人情報保護条例全部改正（利用停止請求の新設、罰則の新設） 

千葉市情報公開・個人情報保護審議会設置条例施行 

（旧情報公開制度運営審議会と旧個人情報保護制度運営審議会を統合） 

平成１８年 ４月 １日 
千葉市個人情報保護条例一部改正 

（千葉市住宅供給公社に指定管理者と同様の義務を課す改正） 

平成２３年 ４月 １日 千葉市個人情報保護条例一部改正（実施機関に病院事業管理者を追加） 

平成２７年１０月 ５日 

千葉市個人情報保護条例一部改正 

（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の施行に伴う所要の改正） 

平成２８年 ４月 １日 
千葉市個人情報保護条例一部改正 

（行政不服審査法の全部改正に伴う所要の改正） 

平成３０年 ４月 １日 
千葉市個人情報保護条例一部改正 

（個人情報の定義の明確化） 



平成３１年 ４月 １日 

千葉市個人情報保護条例一部改正 

（要配慮個人情報の定義の新設、電子計算機処理に係る個人情報の提供手

続の変更） 

令和 ５年 ３月３１日 

千葉市個人情報保護条例廃止 

（令和５年４月１日より個人情報の保護に関する法律が施行されるた

め） 

令和 ５年 ４月 １日 

個人情報の保護に関する法律施行 

千葉市個人情報の保護に関する法律施行条例施行 

千葉市議会の個人情報の保護に関する条例施行 

 

３ 法における主な規定 

（１）個人情報 

個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものをいいます。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により、特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

（２）個人識別符号 

個人識別符号とは、特定の個人の身体的特徴に係るデータや、個人ごとに割り当てられる番号 

等で、個人情報の保護に関する法律施行令（以下「政令」という。）第１条で定めるものをいいま

す。例として、顔認証データ、ＤＮＡデータ、運転免許証番号、旅券番号などが該当します。 

（３）要配慮個人情報 

   要配慮個人情報とは、本人の人種、信条（思想及び信仰に関するものを含む。）、社会的身分、 

病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不 

利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令第２条で定める次のいずれ 

かを内容とする記述等が含まれる個人情報をいいます。 

ア 身体・知的・精神障害等の心身の機能の障害があること。 

イ 健康診断その他の検査の結果 

ウ 医師等により指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。 

エ 刑事事件や少年の保護事件に関する手続が行われたこと。 

（４）保有個人情報 

   保有個人情報とは、本市の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、本市におい

て組織的に利用されており、かつ文書等に記録されたものをいいます。 

（５）個人情報ファイル 

  ア 個人情報ファイルとは、保有個人情報を含む情報の集合物であって、その中に含まれる個々   

の保有個人情報を検索できるよう、体系的に構成したものをいいます。 

イ 一定の条件に該当する場合を除き、保有する個人情報ファイルについて必要な事項を記載し

た帳簿（個人情報ファイル簿)を作成し、公表する義務があります。 

  本市では、行政資料室及びホームページにて市民の閲覧に供することで公表をしております。 

 



（６）個人情報の保有の制限 

  ア 偽りその他不正の手段により個人情報を取得することはできません。 

イ 個人情報を保有する場合は、事務又は業務で必要な場合に限られ、また利用目的をできる限

り特定しなければなりません。更に、特定した利用目的に必要な範囲を超えて保有することは

できません。 

ウ 利用目的を変更する場合は、変更前の利用目的と相当の関連性があると認められる範囲に限

られます。 

（７）利用目的の明示 

 個人から直接書面等で個人情報を取得するときは、一定の条件に該当する場合を除き、その個

人情報の利用目的を明示しなければなりません。 

（８）不適正な利用の禁止 

 違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用すること

はできません。 

（９）安全管理措置 

 保有個人情報の漏えい等の防止その他の保有個人情報の安全管理のため、必要かつ適切な措置

を講じなければなりません。本市より個人情報を取り扱う業務の委託を受けた者等も同様です。 

（１０）漏えい等の報告等 

 保有個人情報の漏えい等が発生した場合で、一定の条件に該当する場合には、国へ報告を行う

とともに、本人への通知を行わなければなりません。 

（１１）利用及び提供の制限 

  ア 不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用することはでき

ません。 

イ 法令に基づく場合や本人の同意がある場合等を除き、利用目的以外の目的のために個人情報

を利用し、又は提供することはできません。 

ウ 外部へ個人情報を提供する場合は、必要に応じ、提供先に対し、個人情報の適正な取扱いに

ついて必要な措置を講ずること等を求めなければなりません。 

（１２）職員等の義務 

本市の職員若しくは職員であった者、個人情報を取り扱う業務の委託を受けている者若しくは

委託を受けていた者等又は派遣労働者若しくは派遣労働者であった者は、職務上知り得た個人情

報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用することができません。 

（１３）保有個人情報の開示請求 

ア 何人も、本市の保有する文書等に記録されている自己に関する保有個人情報の開示を請求す

ることができます。 

イ 開示請求をしようとする者は、本人であることを証明する書類の提示等をしなければなりま

せん。 

ウ 原則として、開示請求があった日の翌日から３０日以内に、当該保有個人情報を開示するか

否かを決定しなければなりません。 

エ 開示請求のあった保有個人情報は原則として開示しますが、次の７項目に類型化した情報に

該当する個人情報については、例外として開示しないことがあります。 

 



（ア）本人の不利益になるおそれのある情報 

（イ）開示請求者以外の個人に関する情報 

（ウ）法人等情報 

（エ）国の安全等に関する情報 

（オ）公共安全維持情報 

（カ）審議、検討、協議情報 

（キ）事務事業執行情報 

オ 開示の決定に基づいて開示を受けるには、決定の通知を受けた日から３０日以内に開示の申

出をしなければなりません。 

カ 自己に関する保有個人情報の開示の方法には、閲覧、視聴若しくは聴取又は写しの交付があ

ります。また、自己に関する個人情報の開示を写しの交付の方法により行うときは、実費相当

の費用を負担していただきます。 

キ 法令等の規定により開示を受けることができる場合には、これと同一の方法による開示を受

けることはできません（特定個人情報を除く。）。 

（１４）保有個人情報の訂正請求 

ア 何人も、開示を受けた自己に関する保有個人情報の内容が事実でないと思料するときは、そ

の訂正を請求することができます。 

イ 訂正請求をしようとする者は、当該保有個人情報の開示を受けた日等を記載した書面を提出

しなければなりません。 

ウ 市の機関は、原則として、訂正請求があった日の翌日から３０日以内に、当該保有個人情報

を訂正するか否かを決定しなければなりません。 

（１５）保有個人情報の利用停止請求 

ア 何人も、本市より開示を受けた自己に関する保有個人情報が、保有の制限に違反して保有さ

れていると思料するとき、不適正な利用をされていると思料するとき、不正の手段により取得

されたと思料するとき、又は利用の制限に違反して利用されていると思料するときは、当該保

有個人情報の利用の停止又は消去を請求することができます。 

イ 何人も、開示を受けた自己に関する保有個人情報が、提供の制限に違反して提供されている

と認めるときは、当該保有個人情報の提供の停止を請求することができます。 

ウ 利用停止（利用の停止、消去又は提供の停止）請求をしようとする者は、当該個人情報の開

示を受けた日等がわかる書類を提出しなければなりません。 

エ 市の機関は、原則として、利用停止請求があった日の翌日から３０日以内に、当該個人情報

の利用の停止、消去又は提供の停止をするか否かを決定しなければなりません。 

（１６）千葉市個人情報保護審査会 

個人情報の開示、訂正又は利用停止の請求に対する決定について、審査請求があった場合は、

慎重かつ公正な救済を行うため、第三者により構成する附属機関である千葉市個人情報保護審査

会を設置し、その答申を尊重して裁決を行うこととしています。 

（１７）千葉市情報公開・個人情報保護審議会 

個人情報の適正な取扱いのために、専門的な意見が必要である場合に、市長の諮問に応じて調

査審議し、又は市長に意見を述べる機関として、第三者により構成する附属機関である千葉市情

報公開・個人情報保護審議会を設置しています。 



（１８）行政機関等匿名加工情報に係る制度 

行政機関等匿名加工情報とは、個人情報の保護を図りつつ、個人情報の適正かつ効果的な利活

用を積極的に推進していくため、個人情報を特定の個人を識別できないように匿名加工化して、

民間事業者の提案に応じて、審査の上、提供する制度です。 

保有する個人情報の効果的な利活用が、新たな産業の創出、活力ある経済社会や豊かな国民生

活の実現に資するものであることを踏まえ、個人の権利利益の保護に支障がない範囲内で、法の

規定に基づき、行政機関等匿名加工情報を活用する事業に関する提案を募集しています。 

  

４ 個人情報保護法施行条例の主な内容 

（１）個人情報取扱事務目録 

ア 市の機関は、個人情報ファイルを取り扱う事務について、必要な事項を記載した目録を作成

しなければなりません。ただし、本市の職員等に係る事務である場合、個人情報の記載のある

文書等の保存期間が１年未満である場合及び個人情報ファイル簿を作成する場合は、適用され

ません。 

イ 作成された個人情報取扱事務目録は、行政資料室及びホームページにて市民の閲覧に供して

います。 

 

５ 制度に関する総合窓口 

個人情報保護制度を円滑に運営し、市民が利用しやすいものとするため、個人情報の保護につい

ての案内や相談並びに個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求の受付、開示の実施の立ち合いそ

の他市の機関が行う個人情報の保護に係る事務は、原則として市政情報室において行います。 

  



Ⅱ 個人情報保護制度の実施状況 

 

１ 個人情報ファイル簿及び個人情報取扱事務の状況 

令和５年４月に法が本市に適用されたことにより、これまでの千葉市個人情報保護条例の規定に

よる個人情報取扱事務の届出は廃止され、法及び議会個人情報保護条例に基づく個人情報ファイル

簿の作成並びに個人情報保護法施行条例及び議会個人情報保護条例に基づく個人情報取扱事務目録

の作成を行っています。 

令和６年度末現在、個人情報ファイル簿の件数は５３５件、個人情報取扱事務目録の件数は１，

６６４件となっています。 

 

（１）個人情報ファイル簿の作成状況 

   令和６年度における個人情報ファイル簿の作成等状況は、【表１】のとおりです。 

 

【表１】 個人情報ファイル簿の作成等状況（令和６年度） 

                                                                              （単位：件） 

市 の 機 関 
作  成  等  件  数 令和６年度末 

現在のファイル簿数 作 成 修 正 消 除 

市 長 ２１ ８０ ８ ４７３

 

事業所共通 ６ ４ ０ １１３

総 合 政 策 局 ２ ６ ０ １４

総 務 局 ０ ９ ０ ５

財 政 局 ０ ５ １ ３８

市 民 局 ３ １ ４ １３

保 健 福 祉 局 ５ ２６ ２ １７０

こども未来局 ０ ２１ ０ ４１

環 境 局 ０ ２ ０ １１

経 済 農 政 局 １ １ ０ ６

都 市 局 １ ２ １ ３９

建 設 局 ０ ０ ０ １２

区 役 所 ３ ０ ０ ６

水 道 局 ０ ３ ０ ３

会 計 室 ０ ０ ０ ２

消防長 １ ２ ０ ５

教育委員会 ３ １１ ０ ４１

千葉市選挙管理委員会 ０ ０ ０ ２

中央区選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０

花見川区選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０

稲毛区選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０



若葉区選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０

緑 区 選 挙 管 理 委 員 会 ０ ０ ０ ０

美浜区選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０

監 査 委 員 ０ ０ ０ １

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ １

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ ０

病 院 事 業 管 理 者 ０ ０ ０ １０

議 会 ０ ０ ０ ２

合     計 ２５ ９３ ８ ５３５

【備考】 「令和６年度末現在のファイル簿数」とは、令和６年度末現在で現に作成されている
個人情報ファイル簿の数をいいます。 

 

（２）個人情報取扱事務目録の作成状況 

   令和６年度における個人情報取扱事務目録の作成等状況は、【表２】のとおりです。 

 

【表２】 個人情報取扱事務目録の作成等状況（令和６年度） 

                                                                              （単位：件） 

市 の 機 関 
作  成  等  件  数 令和６年度末 

現在の事務数 作 成 修 正 消 除 

市 長 ９２ ４６ ５４ １，３３９

 

共  通 ０ １ ０ ２０

事業所共通 １４ ９ １ ２４２

総 合 政 策 局 ３ ２ ０ ３９

総 務 局 １ １ ４ ２１

財 政 局 ０ ０ ０ ２０

市 民 局 ８ ６ １ ７７

保 健 福 祉 局 ２３ １４ １８ ３４５

こども未来局 ６ １ ０ ６９

環 境 局 １３ ５ ８ １０７

経 済 農 政 局 ７ ４ ８ １０４

都 市 局 １５ ３ １４ １４０

建 設 局 ２ ０ ０ １１３

区 役 所 ０ ０ ０ ２８

水 道 局 ０ ０ ０ １４

会 計 室 ０ ０ ０ ０

消 防 長 ２ ０ ０ １００

教 育 委 員 会 ３ ３ ０ １２６

千葉市選挙管理委員会 １ １ ０ ７

中央区選挙管理委員会 １ ０ ０ ５



花見川区選挙管理委員会 １ ０ ０ ５

稲毛区選挙管理委員会 １ ０ ０ ５

若葉区選挙管理委員会 １ ０ ０ ５

緑 区 選 挙 管 理 委 員 会 １ ０ ０ ５

美浜区選挙管理委員会 １ ０ ０ ５

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ５

監 査 委 員 ０ ０ ０ １２

農 業 委 員 会 ０ ０ ０ ３１

固定資産評価審査委員会 ０ ０ ０ ０

病 院 事 業 管 理 者 ０ ０ ０ ２１

議 会 １ ２ ０ １８

合     計 １０５ ５２ ５４ １，６８９

【備考】 「令和６年度末現在の事務数」とは、令和６年度末現在で現に行われている個人情報
取扱事務の件数をいいます。 

 
（３）（参考）個人情報取扱事務の届出の年度別状況 

   令和４年度以前は、千葉市個人情報保護条例第６条の規定により、実施機関は、個人情報取扱   

事務を開始・変更しようとするとき又は廃止したときは、所定の様式を用いて市長に届け出るこ 

ととされていました。 

令和４年度から過去５年間における年度ごとの個人情報取扱事務の届出の状況は、【表３】の 

とおりです。 

 

【表３】 年度ごとの個人情報取扱事務の届出の状況 

（単位：件） 

年度 

個 人 情 報 取 扱 事 務 の 届 出 件 数 各年度末現在の 

事  務  数 開 始 届 変 更 届 廃 止 届 合 計 

平成３０年度 ９６ ８７ ５８ ２４１ １，９７５ 

令和元年度 ３３ ２２ ５ ６０ ２，００３ 

令和２年度 ３２ ８ ４ ４４ ２，０３１ 

令和３年度 ４０ ４４ ２２ １０６ ２，０４９ 

令和４年度 １０ ２１ ０ ３１ ２，０５９ 

【備考】 個人情報取扱事務の届出件数は各年度中に提出された件数であり、翌年度に開始、廃止されるもの

については、当該年度末の事務数には反映されません。 

 

 

 



２ 開示請求の件数及びその処理状況 

（１）年度別状況 

ア 保有個人情報の開示請求の件数及びその処理状況 

年度ごと（過去５年間）の保有個人情報の開示請求の件数及びその処理状況は、【表４】の

とおりです。 

イ 写しの交付費用の徴収状況 

保有個人情報の開示を写しの交付により行う場合の年度ごと（過去５年間）の市政情報室に

おいての写しの交付費用の徴収状況は、【表５】のとおりです。 

なお、令和６年度において、開示対象となる保有個人情報が記載されている公文書は、 

１，９３３枚でした。 

 

【表４】 年度ごとの開示請求の件数及びその処理状況 

（単位：件） 

年度 
開示請求 

件数 

処 理 件 数 

月平均 

請求件数  
開示 

決定 

部分 

開示 

決定 

不開示決定 

取下げ 不開示 

情報 

不存在 

等 
小計 

令和２年度 ７０ ９０ ２７ ３３ ０ １５ １５ １５ ５．８ 

令和３年度 ９８ １８８ ６９ ５６ ０ ４８ ４８ １５ ８．２ 

令和４年度 ６３ ７５ ２０ ３９ ０ ９ ９ ７ ５．３ 

令和５年度 ６９ ８０ １９ ４１ ０ １２ １２ ８ ５．８ 

令和６年度 ５６ ７７ ３０ ２０ ２ １６ １８ ９ ４．７ 

【備考】 ① １件の開示請求に対し、複数の決定が行われる場合があるため、開示請求件数と処理件数とは、

必ずしも一致しません。 

② 「不開示情報」とは、開示請求に係る保有個人情報に法第７８条第１項各号（令和４年度以前は

千葉市個人情報保護条例第１５条各号）のいずれかに該当する情報が記録されていることにより、

開示しない旨の決定がなされた場合をいいます。 

③ 「不存在等」とは、開示請求に係る保有個人情報が存在しないこと、開示請求の対象となる保有

個人情報でないこと、又は開示請求に係る保有個人情報を特定することができないこと等により、

開示しない旨の決定がなされた場合をいいます。 

  



 

【表５】 年度ごとの写しの交付費用の徴収状況 

年度 
写しの交付申出 

件数（件） 
枚 数（枚） 金 額（円） 

令和２年度 ３７（３） ７４８（   １８） ７，７９０（   １８０） 

令和３年度 ５７（１） １，８７３（   ２２） １７，７８０（   ２２０） 

令和４年度 ５２（６） ６４１（  １７３） ６，２８０（ １，７３０） 

令和５年度 ６０（７） ２，０６１（  １９３） ２３，０５０（ １，９３０） 

令和６年度 ４５ １，１８４ １２，６４０ 

【備考】 令和５年度以前は、年度中に収納した写しの交付申出に係る件数等を記載しており、( )は、前年

度に開示請求のあった分の内数を示します。 

令和６年度以降は、当該年度に行われた保有個人情報開示請求に対応する写しの交付の件数等を記

載しております。 

なお、写しの交付費用は、白黒コピーについては１枚１０円、カラーコピーについては１枚２０円、

ＣＤ－Ｒについては１枚１００円、ＤＶＤ－Ｒについては１枚１２０円を徴収しています。 

（２）令和６年度の状況 

令和６年度の保有個人情報の開示請求の件数及びその処理状況は、次のとおりです。 

ア 市の機関別の処理状況 

市の機関別の保有個人情報の開示請求の件数及びその処理状況は、【表６】のとおりです。 

イ 請求の内容別状況 

保有個人情報の開示請求の内容別状況は、【表７】のとおりです。 

ウ 開示請求者の状況 

開示請求者の実人員は４４人であり、１人当たりの開示請求の件数は、５件（１人）、３件

（２人）、２件（４人）及び１件（３７人）でした。 

エ 部分開示・不開示決定の不開示理由別の状況 

部分開示決定及び不開示決定の不開示理由別の状況は、【表８】のとおりです。 

  

【表６】 市の機関別の開示請求の件数及びその処理状況（令和６年度） 

（単位：件） 

市 の 機 関 

開  示 

請  求 

件  数 

処     理     件     数 

 
開 示 

決 定 

部 分 

開 示 

決 定 

不 開 示 決 定  

取下げ 不開示 

情 報 

不存在 

 等 
小 計 

市 長 ５３ ７３ ２９ １７ ２ １６ １８ ９

 総 合 政 策 局 １ ２ １ ０ ０ １ １ ０

総務局 ３ ６ ２ １ ０ ３ ３ ０

財政局 ５ ７ ３ １ １ ２ ３ ０

市民局 １ １ ０ ０ ０ １ １ ０

保健福祉局 １ １ １ ０ ０ ０ ０ ０



こども未来局 ９ １１ ４ ４ １ ２ ３ ０

環境局 １ １ ０ １ ０ ０ ０ ０

経済農政局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

都市局 １ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

建設局 ５ ９ ４ ２ ０ ２ ２ １

区役所 ２９ ３４ １４ ８ ０ ５ ５ ７

水道局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

消  防  長 ２ ３ １ ２ ０ ０ ０ ０

教 育 委 員 会 １  １ ０ １ ０ ０ ０ ０

合   計 ５６ ７７ ３０ ２０ ２ １６ １８ ９

【備考】 ① １件の開示請求に対し、所管課ごとで複数の決定を行われる場合があるため、開示請求件数と処

理件数とは、必ずしも一致しません。 

② 「不開示情報」とは、開示請求に係る保有個人情報に法第７８条第１項各号のいずれかに該当す

る情報が記録されていることにより、開示しない旨の決定がなされた場合をいいます。 

③ 「不存在等」とは、開示請求に係る保有個人情報が存在しないこと、開示請求の対象となる保有

個人情報でないこと、又は開示請求に係る保有個人情報を特定することができないこと等により、

開示しない旨の決定がなされた場合をいいます。 

 

【表７】 開示請求の内容別状況（令和６年度） 

    （単位：件） 

請   求   内   容 件数 構成比 

住民基本台帳関係情報（交付申請書、発行履歴等） １０ １３％ 

児童相談所関係情報（対応記録） ７ ９％ 

税関係情報（対応記録） ７ ９％ 

印鑑証明関係情報（登録・変更申請書） ５ ６.５％ 

生活保護関係情報（対応記録） ５ ６.５％ 

戸籍関係情報（交付申請書） ４ ５％ 

消防関係情報（火災原因調査、救急搬送記録等） ２ ３％ 

介護関係情報（認定調査記録等） １ １％ 

その他 ３６ ４７％ 

合     計 ７７ １００％ 

【備考】１件の開示請求の内容が、複数の区分に該当することがあるため、実際の請求件数とは一致しません。 

 



【表８】 不開示理由別の状況（令和６年度） 

（単位：件） 

不開示理由 件数 構成比 不開示情報の具体例 

不 開 示 情 報 ２８ ６２％  

 

第１号（本人不利益情報） ０   

第２号（第三者情報） １５ ３３％ 開示請求者以外の相談者 

第３号（法人等情報） ４ ９％ 弁護士の印影情報等 

第４号（国の安全等情報） ０   

第５号（公共安全維持情報） ０   

第６号（審議、検討、協議情報） ０   

第７号（事務事業執行情報） ９ ２０％ 関係機関との連絡等 

不  存  在 １５ ３３％  

特 定 不 能 ２ ５％  

合  計 ４５ １００％  

【備考】１件の決定に対し、複数の不開示理由が該当する場合があります。 



３ 訂正請求の件数及びその処理状況 

（１）年度別状況 

年度ごとの保有個人情報の訂正請求の件数及びその処理状況は、【表９】のとおりです。 

 

【表９】 年度ごとの訂正請求の件数及びその処理状況 

（単位：件） 

年度 
訂正請求 

件数 

処 理 件 数 

月平均 

請求件数 
 

訂正 

決定 

部分訂正 

決定 

不訂正 

決定 
取下げ 

令和２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和３年度 １ １ ０ ０ １ ０ ０．１ 

令和４年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和５年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和６年度 １ １ ０ ０ １ ０ ０．１ 

 

（２）令和６年度の状況 

令和６年度の実施機関ごとの個人情報の訂正請求の件数及びその処理状況は、【表 10】のとお

りです。 
 

【表10】 訂正請求の状況（令和６年度） 

（単位：件） 

実施機関 
訂正請求 

件数 

処 理 件 数 

 
訂正 

決定 

部分訂正 

決定 

不訂正 

決定 
取下げ 

市 長 １ １ ０ ０ １ ０ 

 区 役 所 １ １ ０ ０ １ ０ 

合 計 １ １ ０ ０ １ ０ 



４ 利用停止請求の件数及びその処理状況 

（１）年度別状況 

年度ごとの保有個人情報の利用停止請求の件数及びその処理状況は、【表11】のとおりです。 

 

【表11】 年度ごとの利用停止請求の件数及びその処理状況 

（単位：件） 

年度 
利用停止 

請求件数 

処 理 件 数 

月平均 

請求件数 
 

利用停止

決定 

部分利用 

停止決定 

不利用 

停止決定 
取下げ 

令和２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和３年度 １ ０ １ ０ ０ ０ ０．１ 

令和４年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和５年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

令和６年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）令和６年度の状況 

令和６年度において保有個人情報の利用停止請求は、ありませんでした。 
 



５ 審査請求の件数及びその処理状況 

（１）年度別状況 

年度ごとの保有個人情報の開示請求及び訂正請求に係る審査請求の件数及びその処理状況は、 

【表12】のとおりです。なお、制度実施から令和３年度までにおいて個人情報の利用停止請求（旧

条例においては削除請求）に係る不服申立ては、ありませんでした。 

 

【表12】 年度ごとの開示請求及び訂正請求の決定に対する審査請求の件数及びその処理状況 

（単位：件） 

年度 

審査請求件数 
処理件数（各年度末現在） 

決定又は裁決済 
取下

げ 

審査会 

に 

諮問中 

市の機

関にて

検討中 

継続 

案件 

新規 

案件 
 認容 

一部 

認容 
棄却 却下 

令和２年度 １ ３ ２ ０ ０ ０ ２ ０ １ １ 

令和３年度 ２ ４ ３ １ ０ １ １ ０ １ ２ 

令和４年度 ３ ０ １ ０ ０ ０ １ １ １ ０ 

令和５年度 １ ４ １ ０ ０ ０ １ ０ ３ １ 

令和６年度 ４ ５ ５ ３ ０ ２ ０ ０ ２ ２ 

 

（２）令和６年度の状況 

令和６年度になされた保有個人情報の開示請求に係る審査請求は、【表13】のとおりです。 

 

【表13】審査請求の状況（令和６年度） 

（令和７年３月３１日現在） 

審査請求日 審査請求に係る処分 処分者 処理状況 

R6.4.3 
「預貯金等の調査について（照会）等」に係る部分開示

決定について 
市長 認容 

R6.8.5 
「審査請求人に対する滞納処分執行停止取消に係る交渉記録」

に係る不開示決定について 
市長 審議中 

R6.8.5 
「審査請求人に対する滞納処分執行停止取消の経緯が分かる記

録」に係る不開示決定について 
市長 審議中 

R6.12.26 「相談内容がわかるもの」に係る部分開示決定について 市長 審議中 



R7.3.26 「保護決定通知書及びケース記録」に係る不訂正決定について 市長 審議中 

 

６ 千葉市個人情報保護審査会の運営状況 

保有個人情報の開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定について、審査請求があった

場合に、処分庁又は審査庁の諮問に応じて審査を行う機関として、千葉市個人情報保護審査会設置

条例第１条（旧条例においては千葉市個人情報保護条例第４５条）の規定により、千葉市個人情報

保護審査会が置かれています。 

 

（１）年度別状況 

保有個人情報の開示請求及び訂正請求に係る審査請求についての年度ごと（過去５年間）の千

葉市個人情報保護審査会への諮問の件数及びその処理状況は、【表14】のとおりです。 

【表14】 年度ごとの千葉市個人情報保護審査会への諮問の件数及びその処理状況 

（単位：件） 

年度 
案件の区分 審議等の状況 

継続案件 新規案件 答 申 審議中 取下げ 

令和２年度 ０ １ ０ １ ０ 

令和３年度 ２ １ ２ １ ０ 

令和４年度 １ ０ ０ １ ０ 

令 和 ５ 年 度 １ ３ ０ ３ １ 

令和６年度 ３ ４ ５ ２ ０ 

 

（２）令和６年度の状況 

令和６年度の審査会の開催の状況は、【表15】のとおりです。 

【表15】 千葉市個人情報保護審査会の会議開催の状況 

名 称 開催日 主 な 審 議 内 容 

第 129回審査会 R6.6.7 諮問第３２号、第３３号、第３４号、第３５号、第３６号について 

第 130回審査会 R6.8.9 諮問第３２号、第３３号、第３４号、第３５号、第３６号について 

第 131回審査会 R6.9.26 諮問第３２号、第３３号、第３４号、第３５号、第３６号について 

第 132回審査会 R6.12.12 諮問第３２号、第３３号、第３４号、第３６号について 

第 133回審査会 R7.1.30 諮問第３７号、第３８号について 

第 134回審査会 R7.2.28 諮問第３７号、第３８号について 

 

  



《参考》 千葉市個人情報保護審査会委員名簿 

（令和6年4月1日～令和8年3月31日） 

氏   名 役     職 備 考 

井原 真吾 弁護士 職務代理者 

栗原 春江 人権擁護委員、元千葉市立小学校長 令和 7年 3月 31 日退任 

下井 康史 千葉大学社会科学研究院教授 会長 

田部井 彩 中央学院大学法学部准教授  

松田 浩一 弁護士  

 

７ 保有個人情報の漏えい、滅失、毀損等の事案の状況 

令和６年度に、市の機関において保有個人情報の漏えい等が発生したと認められる事案の発生 

  状況、発生形態、事案ごとの漏えい等の個人の数、対応状況及び法第６８条第１項に基づく個人

情報保護委員会への報告状況は【表16】、【表17】、【表18】、【表19】及び【表20】のとおりです。 

 

【表16】 事案の発生状況（令和６年度）      （単位：件） 

市の機関 漏えい 滅失 毀損 発生件数 

市       長 ４５ ７ ０ ５２ 

 総 合 政 策 局 ０ ０ ０ ０ 

 総 務 局 １ １ ０ ２ 

 財 政 局 ３ ０ ０ ３ 

 市 民 局 ２ ０ ０ ２ 

 保 健 福 祉 局 １０ ３ ０ １３ 

 こども未来局 ７ ２ ０ ９ 

 環 境 局 １ ０ ０ １ 

 経 済 農 政 局 １ ０ ０ １ 

 都 市 局 ３ ０ ０    ３ 

 建 設 局 ０ ０ ０ ０ 

 区 役 所 １７ １ ０ １８ 

 水 道 局 ０ ０ ０ ０ 

消   防   長 ０ ０ ０ ０ 

病 院 事 業 管 理 者 ２ ０ ０ ２ 

教 育 委 員 会 １ ２ ０ ３ 

選 挙 管 理 委 員 会 ０ １ ０ １ 

そ   の   他 ０ ０ ０ ０ 

合       計 ４８ １０ ０ ５８ 

【備考】 １件の事案について、複数の類型に該当する場合があるため、漏えい、滅失及び毀損の合計と

発生件数とは、必ずしも一致しません。 

 

 

 



【表17】 事案の発生形態（令和６年度）      （単位：件） 

誤送信・誤送付 誤交付 紛失 その他 合計 

３７ １０ １０ １ ５８ 

 

【表18】 事案ごとの漏えい等の個人の数（令和６年度）  （単位：件） 

情報の種類 個人の数 
合計 

市民等 職員等 1人～5人 6人～50人 51～100人 101 人以上 不明 

５８ ０ ５２ ５ １ ０ ０ ５８ 

 

【表19】 事案への対応状況（令和６年度）     （単位：件） 

事案の公表 
情報の回収・ 

削除等の措置依頼 
再発防止策 

事案の 

件数 

５ ４２ ５８ ５８ 

【備考】１つの案件において複数の対応を取っているため、対応件数の合計と案件数は一致しません。 

 

【表20】 法第６８条第１項に基づく個人情報保護委員会への報告状況（令和６年度）     

（単位：件） 

 
要配慮個人情報

の漏えい等 

財産的被害が 

生じる恐れの 

ある漏えい等 

不正目的による

漏えい等 

１００人を超え

る漏えい等 
合計 

報 告

件 数 
１１ ０ １ ０ １２ 

【備考】 １件の事案について、複数の類型に該当する場合があるため、漏えい、滅失及び毀損の合計と

発生件数とは、必ずしも一致しません。 

 

なお、【表20】の各報告に係る事案の概要及び再発防止策は以下（１）～（１２）のとおりです。 

 

（１）要配慮個人情報の漏えい   

ア 事案の概要 

  誤って市民Ａの障害児通所受給者証を２枚印刷してしまい、そのうち１枚を別市民に送付し

てしまった。 

イ 再発防止策の内容 

  封入前に複数の職員で再度封筒の宛名と決定通知書、受給者証の宛名を一件ずつ確認し封印

を行うよう、課内周知徹底を図った。 

 

（２）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

予防接種事業の受託医療機関において、予防接種を行った４３人分の予診票（病歴の記載あ

り）を紛失した。 

イ 再発防止策の内容 

（ア）予防接種事業を受託している全医療機関に向けて、個人情報の適切な取扱いに関する注意



喚起を行った。 

（イ）当該医療機関に対し、個人情報の取扱いに係る責任体制及び各職員の役割の明確化の必要

性について改めて説明した。 

 

（３）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  市民２名に対し、障害児通所給付費支給通知書を入れ違えて送付してしまった。 

イ 再発防止策の内容 

（ア）封緘前には当該職員とは別の者による再確認の徹底について、所属長から職員に口頭で再

周知した。 

（イ）窓口や電話対応で作業が中断されることがないよう、課内における人員体制や作業に集中

できる環境の整備を行う。 

 

（４）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  認定調査委託先事業者（以下、事業者という。）より従業員（調査員）あてに入院先情報が記

載されている訪問調査依頼書類のコピーを郵送したが、届かず紛失してしまった。なお、事業

者は、発送したことを内部的に記録しており、郵便局は受理したことを認めている。 

その後、郵便局において、郵便物が経由する郵便局の配達経路をすべて確認したが、当該郵

便物は発見されなかった。 

イ 再発防止策の内容 

    郵便局より、今回の郵便事故の原因は明らかでないが、他事例では事故原因として誤配が多

いため、郵便受けへの投函時に宛名の再確認を徹底する等、事故の防止に一層の努力をすると

の回答を得た。 

 

（５）不正目的による漏えい等 

ア 事案の概要 

  市民Ａの母が、Ａの承諾を得ずに委任状を作成し、区役所において住所及び印鑑登録の変更

を行った。Ａがコンビニで証明書の取得を試みた際に発覚。 

イ 再発防止策の検討 

    委任状の偽装その他、第三者による不正な行為によって、個人情報が漏えいした事案である

が、千葉市においては手続き上の瑕疵はなかった。そのため、現在の届出手続きを変更するな

どの対応はしなかった。 

 

（６）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  国民健康保険料を期限までに納付しなかった市民との連絡のためにショートメールを送信す

る際、別市民とのメールの履歴を流用したため、当該別市民の情報（氏名、メールアドレス、

国民健康保険料が滞納である可能性があること及び聴覚障害という情報）が漏えいした。 

イ 再発防止策の内容 

メールを送信する際は、必ず二人で内容の確認を行うよう所属長から職員に周知した。 

 



（７）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  生活保護ケースワーカーが生活保護者宅を訪問した際に、診療依頼書交付申請書を預かった

が、帰庁中に紛失した。 

イ 再発防止策の内容 

（ア）個人情報の記載のあるものを家庭訪問時には預からないことを徹底することを所属長から

所属職員へ口頭で周知を行った。 

（イ）所属長より所属職員へ個人情報の取扱いの研修を行った。 

 

（８）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  市立病院にて、化学療法の説明書を誤って別市民へ渡してしまった。 

イ 再発防止策の内容 

（ア）他市民のデータ流用していたことが原因であるため、流用せず白紙のデータから作成を行

うことを口頭周知した。 

（イ）書類受渡しの時点で患者に名乗ってもらい説明書に記載の氏名と突合確認を行う等の本人

確認の徹底を口頭周知した 

（ウ）院内のポータルサイトで、今回の漏えい事例と個人情報の適切な取扱いについての通知を

院長名で発信した。 

 

（９）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  郵便局の誤配達により、指定難病受給者証が別市民へ届いてしまった。 

イ 再発防止策の内容 

    郵便局に対して、文書を郵便受けへ投函する際に宛名の再確認を徹底することを求めた。 

 

（１０）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  がん検診の受託医療機関において、検診票を運搬中に紛失したしまった。 

イ 再発防止策の内容 

      医師会を通じて、検診票を運搬する際は厳重に封緘する等の対策を講じるよう注意喚起を行

う通知を送付した。 

 

（１１）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

  障害福祉サービスの受給者証を誤って別市民に送付してしまった。 

イ 再発防止策の内容 

  所管課において、以下の運用を行うことを徹底する。 

    （ア）担当者は、決裁終了後、決裁内容を改めて確認し、決定通知書等を封筒に入れ発送準備を

行う。 

（イ）発送準備が終了した書類を他の職員が再度封筒の宛名と通知文の宛名を一件ずつ確認し突

合できたら封入し発送する。 



（１２）要配慮個人情報の漏えい 

ア 事案の概要 

（ア）市民Ａの子より、市民Ａの身体障害者手帳を子宛てに送付願いたいとの電話連絡があった。 

（イ）担当職員は、子宛てに送付する旨の付箋を、市民Ａと名前が似ている別市民の書類に誤っ

て貼ったことにより、子宛てに別市民の書類を送付してしまった。 

イ 再発防止策の内容 

    （ア）送付先変更に係る申出については、口頭ではなく申出書により受理することを徹底する。 

（イ）申出書には、送付先の宛先の他に、本人の氏名も記載されているため、記載された本人の

氏名と送付書類の対象者が一致していることを必ず確認し、発送処理を行うこととする。 

 

８ その他 

（１）市の機関が行う保有個人情報の取扱いに関する苦情の処理 

令和６年度においては、市の機関が行う保有個人情報の取扱いに関する苦情の申出はありませ

んでした。 

（２）行政機関等匿名加工情報の提案募集の状況 

   令和６年度における行政機関等匿名加工情報の提案募集の状況は次のとおりです。 

ア 募集期間 

  令和６年１１月２７日～１２月２７日 

イ 提案件数 

  １件 

ウ 契約件数 

  ０件（※提案後、辞退となったため） 

エ 提案の対象となった個人情報ファイル簿 

（ア）要介護認定情報（介護保険管理システム） 

（イ）給付情報（介護保険管理システム） 

（ウ）基本チェックリスト実施情報 

オ 利用目的 

  介護保険ケアプラン作成支援におけるAIシステムの開発 

 


